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［民事訴訟法］（〔設問１〕と〔設問２〕の配点の割合は，１：１）

次の文章を読んで，後記の〔設問１〕及び〔設問２〕に答えなさい。

【事例】

Ｙ株式会社（以下「Ｙ」という。）は，甲土地を所有していた。Ｘ１は，自宅兼店舗を建築する

予定で土地を探し，甲土地が空き地となっていたことから，購入を考えた。Ｘ１は，娘Ａの夫で事

業を引き継がせようと考えていたＸ２に相談し，共同で購入することとして，甲土地の購入を決め

た。Ｘ１は，甲土地の購入に当たり，Ｙの代表取締役Ｂと交渉し，Ｘ１とＸ２（以下「Ｘ１ら」と

いう。）は，Ｙとの間で甲土地の売買契約を締結した。Ｘ１らは，売買代金を支払ったが，Ｙの方

で登記手続を全く進めようとしない。そこで，Ｘ１らは，Ｙを相手取って，甲土地について，売買

契約に基づく所有権移転登記手続を求める訴え（以下「本件訴え」という。）を提起した。

〔設問１〕

Ｘ１は，本件訴えの提起に際して，体調が優れなかったこともあり，Ｘ２に訴訟への対応を任せ

ることとした。そのため，専らＸ２がＸ１らの訴訟代理人である弁護士Ｌとの打合せを行って本件

訴えを提起したが，Ｘ１は，Ｙに訴状が送達される前に急死してしまった。Ｘ１の唯一の相続人は

Ａであった。

Ｘ２は，Ｘ１から自分に訴訟対応を任されたという意識があったため，Ｘ１の死亡の事実をＬに

伝えなかった。訴訟の手続はそのまま進行したが，Ｙは，争点整理手続終了近くになって，Ｘ１の

死亡の事実を知った。

Ｙは，Ｘ１の死亡の事実を知って，「本件訴えは却下されるべきである。」と主張した。

このＹの主張に対し，Ｘ２側としてどのような対応をすべきであるかについて，論じなさい。

【事例（続き）】（〔設問１〕の問題文中に記載した事実は考慮しない。）

本件訴えに係る訴訟（以下「前訴」という。）においては，唯一の争点として甲土地の売買契約

の成否が争われた。裁判所は，Ｘ１ら主張の売買契約の成立を認め，Ｘ１らの請求を全て認容する

判決（以下「前訴判決」という。）を言い渡し，この判決は確定した。

しかし，Ｂは，前訴の口頭弁論終結前に，甲土地について処分禁止の仮処分がされていないこと

を奇貨として，強制執行を免れる目的で，Ｂの息子Ｚと通謀し，ＹからＺに対する贈与を原因とす

る所有権移転登記手続をした。Ｘ１らは，前訴判決の確定後にその事実を知った。そこで，Ｘ１ら

は，ＹとＺとの間の贈与契約は虚偽表示によりされたものであると主張し，Ｚに対して甲土地の所

有権移転登記手続を求める訴え（以下，この訴えに係る訴訟を「後訴」という。）を提起した。Ｚ

は，後訴においてＸ１らとＹとの間の売買契約は成立していないと主張した。

〔設問２〕

Ｘ１らは，上記のようなＺの主張は前訴判決によって排斥されるべきであると考えている。Ｘ１

らの立場から，Ｚの主張を排斥する理論構成を展開しなさい。ただし，「信義則違反」及び「争点

効」には触れなくてよい。
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（注意事項）

 1 答案用紙の種類

          本答案用紙は，憲法の答案用紙です。

       行政法の答案を本用紙に記載して提出した場合には，試験時間内に申し出があった場合を除き，零点となるので，注意してください。

       なお，試験時間中に答案用紙の取違えに気付いた場合には，試験監督員の指示に従ってください。（試験時間終了後の答案用紙の取違えの申出には

            一切応じません。）。

 2 答案用紙の取扱い

    答案用紙の取替え，追加配布はしませんので，汚したり曲げたりしないでください。

3 答案作成上の注意

 (1) 答案は横書きとし，解答欄の枠内に頁数に従って書き進めてください。なお，解答欄の枠外（着色部分及びその外側の余白部分）に記載した場合には，当該部分は採点されません。

 (2) 答案は，黒インクのボールペン又は万年筆（ただし，インクがプラスチック製消しゴム等で消せないものに限る。）で記載することとし，これ以外で記載した場合には，

            無効答案として零点となります。

 (3) 答案を訂正するときは，訂正部分が数行にわたる場合は斜線で,1行の場合には横線で消して，その次に書き直してください。

 (4) 答案用紙の表裏を書き違えて答案を作成した場合には，表が白紙の時には「裏から記載」,それ以外の時は「裏から記載」とだけ，試験期間中に表の解答欄に記載してください。

         （試験時間終了後に記載することは認めません。）

 (5)   答案用紙の※印の欄には何も記載しないでください。

4 その他

   解答欄に受験者の氏名又は特定人の答案であると判断される記載のある答案は無効答案として零点となります。
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            一切応じません。）。

　2　答案用紙の取扱い

　　　 答案用紙の取替え，追加配布はしませんので，汚したり曲げたりしないでください。
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　(5)   答案用紙の※印の欄には何も記載しないでください。

4　その他

　　　解答欄に受験者の氏名又は特定人の答案であると判断される記載のある答案は無効答案として零点となります。
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第１ 設問１ 

１ まず、Ｙが「本件訴えは却下されるべきである。」と主張する根

拠としては、本件訴えが原告をＸ１及びＸ２とする固有必要的共

同訴訟（民事訴訟法(以下略)４０条１項）であることを前提に、本

件訴えが係属した訴状送達時点でＸ１が死亡しており、本来原告

となるべきＸ１の相続人Ａが原告になっていないため、本件訴え

は訴訟要件たる当事者適格を欠く、というものと解される。 

２（１）ここで、固有必要的共同訴訟とは「訴訟の目的が共同訴訟

人の全員について合一にのみ確定すべき場合」（４０条１項）をい

うところ、その範囲は明文上明らかでないため、本件訴えが固有必

要的共同訴訟であるか問題となる。 

（２）この点、固有必要的共同訴訟の趣旨は関係当事者全員に既判

力を及ぼして紛争の統一的解決を図ることにあるため、ある訴訟

が固有必要的共同訴訟にあたるかは、個別の実体法の規定の趣旨

及び訴訟法的な観点を考慮して、当事者全員に統一的に既判力を

及ぼすべきか否かで判断すべきである。 

（３）本件訴えは、Ｘ２の持分についてのみ移転登記を請求するも

のではなく、甲土地全部の売買契約に基づく１個の所有権全部の

移転登記を請求するものである。そうすると、所有権移転登記は売

買当事者たるＸ１及びＸ２双方ひいてはＹにとっても矛盾なき解

決の必要があり全員に統一的に判決効（既判力）を及ぼすべきであ

ることから、固有必要的共同訴訟であると解される。 

４（１）もっとも、Ｘ１は訴状送達前すなわち訴訟係属前に死亡し

た以上、Ａによる訴訟の承継は観念し得ず、ＡがＸ１から本件訴え

を承継することはできないとも思われるため問題となる。 

（２）確かに、訴訟が係属していない以上、訴訟手続の承継は観念

し得ないため、訴訟係属前の原告の相続人に１２４条１項１号を

直接適用することはできない。もっとも、訴訟代理権は委任者が死

亡しても消滅しないところ（５８条１項）、事実上追行された訴訟

手続について相続人に受継を認めても手続保障の観点から差し支

えはなく、むしろ訴訟経済には資する。したがって、１２４条１項

１号及び５８条１項が類推適用され、Ａは本件訴えを承継するこ

とができ、本件訴えの原告適格が認められることになる。 

（３）よって、Ｘ２は、裁判所に対して、Ａによる承継として訴状

中の原告の表示をＸ１からＡに訂正することを求めるべきである。 

第２ 設問２ 

１ Ｘ１らは、「Ｘ１らとＹとの間の売買契約は成立していない」と

いう主張が前訴判決の既判力に抵触することを前提に、前訴判決

の既判力がＺにも及ぶため、Ｚの当該主張は排斥されると主張す

ることが考えられる。 

２（１）まず、既判力の客観的範囲は「主文に包含するもの」に限

られるところ（１１４条１項）、前訴判決の主文はＹのＸらに対す

る所有権移転登記手続を命じるにとどまり、ＹがＸ１らに本件土

地を売った事実は理由中の判断であるようにも思われる。そうす
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ると、「Ｘ１らとＹとの間の売買契約は成立していない」という主

張は前訴判決の既判力には抵触しないのではないか。前訴判決の

既判力の客観的範囲が問題となる。 

（２）この点、「主文に包含するもの」は口頭弁論終結時における訴

訟物の存否を含むところ、後訴裁判所は当該訴訟物の存否に係る

前訴判決に拘束される。 

（３）本件では、前訴判決は口頭弁論終結時におけるＸ１らのＹに

対する売買契約に基づく所有権移転登記請求権の存在を認めてい

るため、前訴の口頭弁論終結時において「Ｘ１らとＹとの間の売買

契約は成立していない」とするＺの主張は、Ｚに前訴の既判力が及

ぶのでれば、当該既判力に抵触し許されない。 

３（１）次に、Ｚは前訴判決の「当事者」（１１５条１項１号）では

ないため、前訴判決の既判力はＺに及ばないことが原則である。 

もっとも、Ｚは甲土地の所有権移転登記を具備しているため「前

三号に掲げる者のために目的物を所持する者」（１１５条１項４号）

として、例外的に前訴判決の既判力がＺに拡張されないか。 

（２）この点、「目的物を所持」とは、その文理上、目的物の占有を

保持することをいうと解される。また、請求の目的物の所持者が既

判力の拡張を受ける趣旨は、当該所持者は当事者らのために目的

物を所持するため独立に手続を保障される必要がない一方、既判

力を拡張しなければ、判決を得た他方当事者は当該所持者に対す

る再訴の煩を被るうえ、紛争の一回的・統一的な解決が図れず、訴

訟経済にも反するためこれを防ぐことにある。 

  そうすると、前訴係属中に訴訟の目的である不動産の所有権移

転登記を具備した者は、原則として訴訟承継によって前訴で手続

保障を受けるべき地位にあり、直ちに独立に手続保障を受ける必

要がないとはいえないため、同条の文理及び趣旨のいずれからも

「目的物を所持する者」にはあたらないと解するべきである。 

  もっとも、前訴係属中に所有権移転登記が行なわれたとしても、

単に前訴の当事者のために登記名義人になっているにすぎない者

は、同条の趣旨に鑑み、例外的に、請求の目的物の所持者に準じる

ものとして、１１５条１項４号を類推適用し、前訴判決の既判力を

及ぼすことができると解するべきである。 

（３）本件では、Ｚは甲土地について処分禁止の仮処分がされてい

ないことを奇貨として、強制執行を免れる目的で、Ｙと通謀し贈与

を原因とする所有権移転登記を具備した者である。そうすると、Ｚ

はＺ自身のために登記名義を保有すべき何らの利益も理由もなく、

後訴の実質上の当事者はＹであるともいえ、「Ｘ１らとＹとの間の

売買契約は成立していない」との主張は、前訴における争点の蒸し

返しにほかならないから、Ｚは単に前訴の当事者であるＹのため

に登記名義人になっているにすぎないと評価できる。 

よって、Ｚは請求の目的物の所持者に準じて１１５条１項４号

が類推適用され、前訴判決の既判力が及ぶため、Ｘ１らはＺの当該

主張が前訴の既判力に抵触し排斥されると主張できる。  以上 
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事前特別強化ゼミ（民事訴訟法）解説レジュメ 

２０２５．４．８ 

弁護士 大和田準 

題材：令和元年予備試験民事訴訟法 

〔設問１〕と〔設問２〕の配点の割合が「１：１」であることに留意！ 

第１  設問１について 

１ 問題文をよく読む 

「Ｙは、Ｘ１の死亡の事実を知って、「本件訴えは却下されるべきである。」と主張した。 

このＹの主張に対し、Ｘ２側としてどのような対応をすべきであるかについて、論じなさ

い。」 

→①「Yの主張に対し」、②「X２側として」なすべき対応、について論じる 

 

２ 出題趣旨 

「設問１では、訴え提起後訴訟係属前に共同原告の一人が死亡してしまった場合に、残っ

た原告側の対応が問題となっている。具体的には、判例の立場では固有必要的共同訴訟

とされる本件共同訴訟の性質を踏まえつつ、原告側での死者名義訴訟の処理について検

討することが求められている。」 

 

３ 現場での思考方法 

①「Yの主張に対し」、②X２側としてなすべき対応を考える 
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→①そもそもYはどのような主張をしているのかを把握する 

→「本件訴えは却下されるべきである。」と主張しているが、その根拠は？ 

  主張の根拠を把握することが、反対当事者である②X２側としてなすべき対応 

  （＝本件訴えが却下されないようにするための対応）のヒントになる 

 

４ X１が訴状送達前に死亡したことの意味 

訴訟は、被告への訴状の送達をもって係属する（通説） 

＝原告が訴訟係属前に死亡した場合、訴訟当事者が存在せず二当事者対立構造（訴訟

要件）が維持されないため、訴えは原則として却下される。 

→しかし、本件訴えには原告として X２も存在するため、二当事者対立構造は維持さ

れており、訴えは却下されないのではないか？ 

 

５ 固有必要的共同訴訟と当事者適格 

（１）固有必要的共同訴訟における当事者適格 

→死亡したのはあくまでもX１であってX２ではない。 

∴X２が存在している以上、X２の Y に対する訴えは二当事者対立原則が維持されるた

め、原則として訴えは却下されないはず（共同訴訟人独立の原則・３９条） 

⇔他方で、本件訴えが「訴訟の目的が共同訴訟人の全員について合一にのみ確定すべき

場合」すなわち（固有）必要的共同訴訟であれば（４０条１項）、共同訴訟人全員が原

告又は被告として本件訴えに関与しなければ、当事者適格（＝訴訟要件）を欠き、訴
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えは却下される。 

→共同訴訟人であるX１が、本件訴え係属前に死亡しているから、本件訴え係属時点で、

X１の相続人であるAが共同原告になっていなければ、本件訴えは当事者適格を欠い

ていたことになり、却下される。 

（２）本件訴えは通常共同訴訟か、固有必要的共同訴訟か 

本件訴えの訴訟物である「売買契約に基づく所有権移転登記請求権」を目的とする給付訴

訟は、固有必要的共同訴訟か？ 

⇒固有必要的共同訴訟の判断基準に関する明文はない。 

∴個別の実体法の規定の趣旨及び訴訟法的な観点も考慮して判断する 

⇒共有権に基づく共有地全体に関する移転登記請求訴訟は固有必要的共同訴訟である 

（最判昭和４６年１０月７日民集２５巻７号８８５頁） 

∵①共有地全体についての移転登記請求は持分権を基礎としてできるわけではない 

②移転登記請求の場合、いかなる持分割合での移転登記をするかが原告の意思にかかっ

ており、保存行為の範疇を超える 

⇒本件訴えは、「共有権」という物権ではなく、売買契約に基づく債権的請求であるが、

上記①②の趣旨は同様に妥当すると考えれば、固有必要的共同訴訟にあたると解する

ことになる 

 

６ 訴訟手続の中断及び受継（１２４条１項１号）の類推適用によりX１の相続人Aを共同原

告とすることの可否 
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（１） 訴訟手続の中断及び受継（１２４条１項）とは 

→「次の各号に掲げる事由があるときは、訴訟手続は、中断する。この場合においては、

それぞれ当該各号に定める者は、訴訟手続を受け継がなければならない。」（１２４条

１項柱書） 

 「当事者の死亡 相続人……その他法令により訴訟を続行すべき者」（同項１号） 

 →X１の相続人Aが訴訟手続を受継する？ 

⇔①１２４条１項は訴訟が係属していることを前提とする（係属前は中断し得ない） 

②「前項の規定は、訴訟代理人がある間は、適用しない。」（同条２項） 

 

→本件では、①X1は本訴訟の係属前に死亡している、②X１には訴訟代理人Lがある 

∴１２４条１項１号は直接適用できない。 

（２） 訴訟手続の中断及び受継（１２４条１項）の類推適用の可否 

１２４条１項の趣旨：手続保障＋訴訟経済 

① 訴訟が係属していない以上訴訟手続の承継は観念し得ない（＝１２４条１項は直接適

用できない）ものの、事実上追行された訴訟手続について相続人に受継を認めても手

続保障の観点から差し支えはなく、また訴訟経済にはむしろ資する 

② 訴訟代理権は本人の死亡によっても消滅しない（５８条１項、民法６５３条の例外） 

∴１２４条１項、５８条１項を類推適用し、X１の相続人Aが訴訟手続を受継する 

（最判昭和５１年３月１５日判時８１４号１１４頁） 
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第２  設問２について 

１ 問題文をよく読む 

「Ｘ１らは、上記のようなＺの主張は前訴判決によって排斥されるべきであると考えてい

る。Ｘ１らの立場から、Ｚの主張を排斥する理論構成を展開しなさい。ただし、「信義則違

反」及び「争点効」には触れなくてよい。」 

→「上記のようなZの主張」 

＝「Ｚは、後訴においてＸ１らとＹとの間の売買契約は成立していないと主張」 

「前訴判決によって排斥」 

＝前訴判決の既判力について論じる 

 

２ 出題趣旨 

「設問２は、前訴判決の既判力を第三者に拡張できるかを問うものである。問題文 

では、原告らが売買を理由とする土地の移転登記手続を求めていた前訴の口頭弁論 

終結前に登記が被告から第三者に移転しており、その移転を原告らが知り得ないま 

ま、原告ら勝訴判決を得て、それが確定した。その後、原告らが当該第三者への登 

記移転の事実を知り、当該第三者に対して所有権移転登記請求訴訟を提起した場合 

に、前訴判決の既判力が当該第三者に及ぶとする（原告ら側からの）理論構成を問 

うものである。主に、民事訴訟法第１１５条第１項第４号（目的物の所持者）の類 

推適用可能性が問われている。」 
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３ 現場での思考方法 

判決の既判力は、 

①当事者間における範囲（客観的・客体的範囲） 

②当事者以外の者に対する範囲（主観的・主体的範囲） の順に考える 

→①前訴判決の「Ｘ１らとＹとの間の売買契約が成立している」という部分は、 

  理由中の判断であって既判力の客観的範囲の外ではないか？ 

→②前訴判決の当事者はX１らとYであるため、当事者でないZに前訴判決の既判力が 

及ぶのか（Zは前訴判決の既判力の主観的範囲の外ではないか）？ 

 

４ 本件判決の既判力の客観的（客体的）範囲 

「確定判決は、主文に包含するものに限り、既判力を有する。」（１１４条１項） 

→「主文に包含するもの」＝訴訟物 

⇒本件では、前訴の口頭弁論終結時におけるX１らのYに対する甲土地の売買契約に基づ

く所有権移転登記請求権の存在について既判力が生じている。 

∴Zに既判力が拡張されるのであれば、Ｚも前訴の口頭弁論終結時におけるX１らのYに

対する甲土地の売買契約に基づく所有権移転登記請求権の存在を争えないことになる。 

⇒後訴裁判所は、前訴の口頭弁論終結時におけるX１らのYに対する甲土地の売買契約に

基づく所有権移転登記請求権の存在をを前提として、後訴の審理判断をしなければなら

ないため、Zとしては「Ｘ１らとＹとの間の売買契約が成立している」という部分を争

えないのと同じことになる。 
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５ 本件判決の既判力の主観的（主体的）範囲 

（１）原則：「当事者」（１１５条１項１号）に限られる 

 →当事者以外の者に対する既判力の拡張はあくまでも例外であることを答案でも示す 

  ∵判決の当事者以外の者は、原則として当該判決について手続保障が及んでいない 

 ∴本来であれば、X１らは前訴係属中にZに対して訴訟引受を申し立てるべきであった 

（５０条１項） 

 ⇔とはいえ、X１らが前訴係属中にYからZへの移転登記に気付けるとは限らない 

→原告が気づかないうちに被告が第三者に登記を移転し、当該移転が看過されたま

ま判決が下され、判決が無駄になる（改めて当該第三者に対する判決を取り直す

必要が生じる）ことを防ぐために「処分禁止の仮処分」がある 

∴「処分禁止の仮処分」をしなかった X１らにも落ち度があるとも評価でき、それ

でもなお、X１らの立場から、Zの主張を排斥することが正当であるといえる理論

構成を展開する必要がある 

（２）例外：「前三号に掲げる者のために目的物を所持する者」（１１５条１項４号） 

ア 趣旨 

「前三号に掲げる者のために」 

→本件では、前訴の「当事者」（同１号）であるYのためであることを、問題文の事実を

引用して指摘すべき 

「目的物を所持」 

→本件土地の所有権移転登記を具備すること自体は、直ちにこれにはあたらない 
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∵あたるとすれば、登記を具備した第三者は前訴における手続保障なく既判力を及ぼ

されてしまう。訴訟承継や処分禁止の仮処分といった制度も無用になってしまう。 

イ 裁判例（大阪高判昭和４６年４月８日・百選[第６版]A２６） 

 「「登記」を「所持」または「占有」に対比して考えることは、しばしば行なれれている

ところであり、現に同条項にいう「口頭弁論終結後ノ承継人」の範囲を画するにあたつ

ては、「登記名義の移転」を「占有の承継」と同列に扱うことにつき異論を見ないのであ

る。そうすると、本件の控訴人のように、たとい前訴の係属中に所有権移転登記が行な

われたにしても、単に前訴の当事者のために登記名義人になつているにすぎない者は、

請求の目的物の所持者に準じ、これに既判力を及ぼす類推解釈が可能となる。」 

（３）あてはめ 

「Ｂは，前訴の口頭弁論終結前に，甲土地について処分禁止の仮処分がされていないこと

を奇貨として，強制執行を免れる目的で，Ｂの息子Ｚと通謀し，ＹからＺに対する贈与

を原因とする所有権移転登記手続をした。」 

「Ｘ１らは，ＹとＺとの間の贈与契約は虚偽表示によりされたものであると主張」 

・Zは、Z自身のため登記名義を保有すべき何らの利益も理由もない 

・後訴の実質上の当事者はYである 

・Zによる「Ｘ１らとＹとの間の売買契約は成立していない」との主張は、前訴における

争点の蒸し返しにほかならない 

などの点を指摘して、実質的当事者であるYの手続保障は尽くされている・Z独自の手続保

障を尽くさせる必要はない、などと評価し、既判力の主観的範囲を原則として「当事者」に
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限定する趣旨（手続保障）が、本件では（Yにつき）既に全うされているor（Zにつき）全

うする必要がない、むしろ、紛争の蒸し返し防止という既判力の目的を果たす必要がある、

と既判力の制度趣旨に絡めた言及をすると、より深い理解が示せるように思われる。 

以 上 



2025 年 4 月 8 日 A ゼミ、5 月 21 日 B ゼミ 

民事訴訟法 

最優秀答案 

回答者：M・A さん 

 

第 1 設問 1 

1 Y は、本件訴えの当事者である X1 が死亡していることから当事者適格を欠き、本件訴え

は却下されるべきだと主張している。 

(1)本件訴えで当事者は欠けているのか。 

ア 当事者の確定がなければ、訴状の送達、訴訟開始ができないため、当事者を明確に

し、迅速に確定して訴訟を開始する趣旨から、当事者の確定は訴状の記載を基準とするの

が妥当である。本件では、X1 と X2 が共同で訴えを提起しているため、死者である X1 は存

在せず、却下されるように思われる。 

イ たしかに、関係者全員が当事者となって初めて当事者適格があるとされる固有必要的共

同訴訟においては、当事者として必要な者が一人でも欠けていれば、当事者適格を欠く訴

えとして訴え却下判決となる。 

本件で固有必要的共同訴訟として訴え却下されるか。民事訴訟が実体法上の権利関係の存

否を判断するものであることから、訴訟物たる権利の性質、紛争解決の実効性、原告、被

告、当事者とならない者の利害関係の調整等、実体法上と訴訟法上の両観点から考量して

いく必要がある。 

本件では X1 と X2 が共同で甲土地の購入にあたり Y と契約を締結しており、共同で管理処

分権を有していると分かる。所有権移転請求については共有権に基づくものといえるた

め、X1X2 が共同で権利主張しなければならない。したがって本件訴えは固有必要的共同訴

訟である。 

(2)ならば、X2 は訴訟提起をすることはできないのか。 

ア ここで、X2 は、X1 の唯一の相続人 A が訴訟続行すると主張する。(民事訴訟法、以下法

令名省略、124 条 1 項 1 号) 

イ 当事者が訴状送達前に死亡したときにも当然承継(124 条 1 項 1 号)は生じるのか。 

ウ 訴訟係属は被告への訴状送達により生じる(138 条 1 項)ところ、当事者が訴訟係属中に

死亡した場合は、当然承継(124 条 1 項 1 号)が生じる。本件では、訴状送達前に当事者 X1

が死亡しているため、訴訟係属がなく、当然承継もないのが原則である。よって A は当事者

になれないように思われる。 

エ とはいえ、訴え提起の際に訴状の記載によって当事者が確定されており、訴状送達前の

段階でも、当事者の死亡があれば地位が承継すると観念できる。本件では、X1 は訴状送達

前に急死してしまったが、訴え提起の際に X1X2 が当事者であると確定しており、唯一の相



続人Ａに地位が承継する(124 条 1 項 1 号)ことは容易に想像できる。したがって、124 条 1

項 1 号を類推適用しＡが当然承継する。 

2 上記のように、Ａに潜在的な訴訟係属があると認められ、本件訴えの当事者適格を欠く事

情はなく、本件訴えは却下されないと X2 は主張する。 

 

第 2 設問 2 

1 X1 らは、売買契約成立を争うＺの主張に対し、以下の通り、前訴判決の既判力によってこ

れを排斥することができると考える。 

2(1)原則として、確定判決の既判力は当事者間のみ及ぶ(115 条 1 項 1 号)。よって本件で前

訴の口頭弁論締結前に甲土地の所有権移転登記手続を受けたＺは 1～3 号に該当せず、既判

力が及ばない。 

(2)4 号を検討する。 

ア 「請求の目的物を所有する者」(115 条 1 項 4 号)とは、既判力を及ぼさないと紛争解決

の実効性が確保できない、実体法上固有の利益を有しない以上、既判力を及ぼしてもその者

の手続保障を害するおそれがないという趣旨から、「家族、管理人、受容者等その物の所持

に固有の利益を有しない者を意味する。ここで、単なる目的物の物理的所持人ではなく、不

動産につき無効な登記を有する者に対しても本人が固有の利益を有しないという点でこの

趣旨が妥当し、115 条 1 項 4 号が類推適用される。 

イ 本件では、Z は、B が X からの強制執行を受けるのを免れる目的で本件土地を譲渡した

者にすぎず、Z は本件土地に固有の利益を有しない。したがって、Z は 「請求の目的物を所

持する者」にあたり、既判力の主観的範囲が及ぶ。 

3 Z に前訴判決の既判力が及ぶために Z の主張は排斥されるか。 

(1)既判力の消極的作用として、当事者は後訴において、既判力の生じた前訴判決の判断と

異なる主張・立証をすることができず、遮断される。 

(2)本件で Z は X1 の相手方であった Y から甲土地の所有権移転登記を受けており、本件土

地の所有権登記請求が前訴後訴両訴訟で訴訟となることから、X1 の請求相手方は後訴当事

者 Z だと同一視することができる。 

上記事情から、前訴の訴訟物として争っていた X1 らから Y への所有権移転登記手続請求権

が存在するという前訴確定判決に既判力が生じている以上、Y と同一視される Z が、後訴

において所有権移転登記請求にかかる甲土地の売買契約が成立していないと主張するのは、

前訴の判決効と矛盾抵触し、許されない。 

(3)したがって、前訴既判力に遮断される結果、Z は主張が排斥される。 

4 X1 らは上記主張をすると考えられる。 

以上 
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